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１款 １項 １目 一般管理費 

介護保険管理事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 407 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護保険制度の円滑な運営を図るための一般的な経費を管理します。 
 
＜内容＞ 
 介護保険制度の運営に必要な旅費・需用費・役務費等の一般事務費及び電算システム改修等に係る委
託料・電算システム等リース使用に係る使用料及び賃借料等を支出します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 会計年度任用職員報酬 3,899,975 円（一般事務職員報酬） 
２ 会計年度任用職員手当 1,288,282 円（期末手当 704,414 円、勤勉手当 583,868 円） 
３ 費用弁償         27,560 円（会計年度任用職員分） 
４ 普通旅費         11,450 円 
５ 消耗品費        991,943 円（事務用消耗品費 860,994 円、図書購入費 24,288 円、事務機

器等消耗品費 106,661 円） 
６ 燃料費         454,890 円（ガソリン代） 
７ 印刷製本費      2,154,570 円（冊子等印刷代 1,182,170 円、名入り封筒代 972,400 円） 
８ 被服費          28,600 円（作業用被服費） 
９ 修繕料         259,061 円（車両修繕料） 
10 通信運搬費      11,920,194 円（郵送料） 
11 手数料                  38,560 円（業務手数料 60 円、車検手数料 38,500 円） 
12 自動車損害保険料       209,183 円 
13 委託料               3,070,191 円（損害賠償求償事務共同処理委託料 4,931 円、介護保険シス 

テム改修委託料 2,682,460 円、介護保険紙おむつ給付管理 
システム保守管理業務委託料 382,800 円） 

14 使用料                 291,720 円（システム使用料） 
15 賃借料                 525,345 円（機器等借上料） 
16 庁用備品購入費         434,390 円（事業用備品購入費） 
17 負担金                   8,000 円（市町村保健師協議会負担金） 
18 公課費                  33,000 円（自動車重量税） 
 

 

  

予 算 現 額 49,244,000 円 決 算 額 25,646,914 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 23,597,086 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 33,068,074 円 地 方 債  

増 減 額 △7,421,160 円 そ の 他  

増 減 率 △22.44% 一 般 財 源 25,646,914 円 
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１款 ２項 １目 賦課徴収費 

介護保険料賦課事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409 ページ 

 

＜目的＞ 
 第 1 被保険者の介護保険料の賦課及び納入通知等を適切に行うことにより、介護保険の主要な財源の
確保を図ります。 
 
＜内容＞ 
 介護保険料の賦課に伴う印刷製本費等の需用費、コンビニ収納に係る委託料等を支出します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 消耗品費 
   事務用消耗品費        54,516 円 
 
２ 印刷製本費 

冊子等印刷代         261,800 円 
 
３ 手数料 

業務手数料           308,229 円 
 
４ 事務関係委託料 

納付書封入等委託料    2,902,653 円 
介護保険料収納業務委託料  906,651 円 

 

  

予 算 現 額 5,000,000 円 決 算 額 4,433,849 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 566,151 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 4,201,743 円 地 方 債  

増 減 額 232,106 円 そ の 他  

増 減 率 5.52% 一 般 財 源 4,433,849 円 
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１款 ３項 １目 介護認定審査会費 

介護認定審査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409 ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定を行う介護認定審査会を開催します。 
 
＜内容＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定を行うため、保健・医療・福祉の専門家で構成する介護認定審査会
を開催するための委員報酬等です。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 要介護認定等申請件数 7,593 件 
 
２ 介護認定審査会開催回数 231 回  審査・判定件数 7,100 件 
 

３ 要介護（要支援）認定者数（令和7年3月31日現在） 

 区   分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5  合 計  人口比 

 第1号被保険者 1,444人 

 

661人 2,161人 

人 

1,123人 

 

1,136人 880人 

人 

482人 

人 

7,887人 16.6% 

 
65歳以上75歳未満 143  70 185  115  109  79  50  751  3.9 

7 5 歳 以 上 1,301  591  1,976  1,008  1,027  801  432  7,136  25.0 

%  第2号被保険者 15  11  33  18  33  15  22  147 

 

  

 － 

% 総   数 1,459 672 2,194 1,141 

 

1,169 895 504 8,034 

 

 － 

% 
※人口比算出の基礎となる人口は被保険者数で、65 歳以上 75 歳未満は 19,050 人、75歳以上は 28,570 
人です。 

 

  

予 算 現 額 25,354,000 円 決 算 額 19,183,183 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 6,170,817 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 17,811,193 円 地 方 債  

増 減 額 1,371,990 円 そ の 他  

増 減 率 7.70% 一 般 財 源 19,183,183 円 
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１款 ３項 ２目 認定調査等費 

介護認定調査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 409 ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援・要介護認定の審査・判定に必要な主治医意見書の取得及び認定調査を実施します。 
 
＜内容＞ 
 被保険者からの申請に基づき、介護認定審査会に必要な主治医意見書の取得及び直営の認定調査員や
外部委託による認定調査を実施します。 
 
＜実績・成果等＞ 
 調査件数     7,145 件 

 【内訳】 
   市調査員 6,339 件  
   委  託   806 件 
 
※調査件数は、申請件数、審査・判定件数とは一致しません。 

 

  

予 算 現 額 126,601,000 円 決 算 額 112,469,219 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 14,131,781 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 85,440,730 円 地 方 債  

増 減 額 27,028,489 円 そ の 他  

増 減 率 31.63% 一 般 財 源 112,469,219 円 
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２款 １項 １目 介護サービス等諸費 

介護サービス給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護サービスの利用に応じた保険給付を行います。 
 
＜内容＞ 
 要介護認定者が利用した次の介護サービスについて、法定の給付額の支払いを行います。 
①居宅介護サービス給付費 ②施設介護サービス給付費 ③居宅介護福祉用具購入費 ④居宅介護住宅
改修費 ⑤居宅介護サービス計画給付費 ⑥地域密着型介護サービス給付費 
 
＜実績・成果等＞  

サービス受給者数 
居宅介護サービス 

区   分 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合 計 

第 1号被保険者 1,712 人 876 人 681 人 412 人 192 人 3,873 人 

第 2 号被保険者 27 13 22 11 11 84 

総   数 1,739 889 703 423 203 3,957 

 
地域密着型介護サービス 

区   分 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 合 計 

第 1号被保険者 375 人 165 人 93 人 44 人 17 人 694 人 

第 2 号被保険者 4 3 0 0 0  7 

総   数 379 168  93 44 17 701 

 
施設介護サービス 

区   分 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 合 計 

第 1号被保険者 762 人 308 人 28 人 1,098 人 

第 2 号被保険者 6 1 1  8 

総   数 768 309 29 1,106 

※同一月内の施設移動等で、合計数は延べ人数となります。（実数 1,103 人） 
 

 

予 算 現 額 11,689,127,000 円 決 算 額 10,461,820,965 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,833,968,387 円 

不 用 額 1,227,365,187 円 県 支 出 金 1,566,123,427 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 9,990,524,829 円 地 方 債  

増 減 額 471,236,984 円 そ の 他 4,132,419,280 円 

増 減 率 4.72% 一 般 財 源 2,929,309,871 円 
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２款 １項 ２目 介護予防サービス給付費 

介護予防サービス給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護予防サービスの利用に応じた保険給付を行います。 
 
＜内容＞ 
 要支援認定者が利用した次の介護予防サービスについて、法定の給付額の支払いを行います。 
①介護予防サービス給付費 ②介護予防福祉用具購入費 ③介護予防住宅改修費 ④介護予防サービス
計画給付費 ⑤介護予防地域密着型サービス給付費 
 
＜実績・成果等＞  

サービス受給者数 
介護予防居宅介護サービス 

区   分 要支援 1 要支援 2 合 計 

第 1号被保険者 437 人 331 人 768 人 

第 2 号被保険者 9 7 16 

総   数 446 338 784 

 
介護予防地域密着型サービス 

区   分 要支援 1 要支援 2 合 計 

第 1号被保険者 2 人 1 人 3 人 

第 2 号被保険者 0 0 0 

総   数 2 1 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

予 算 現 額 331,129,000 円 決 算 額 269,009,488 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 52,045,455 円 

不 用 額 62,142,717 円 県 支 出 金 35,382,628 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 251,769,008 円 地 方 債  

増 減 額 17,217,275 円 そ の 他 106,258,748 円 

増 減 率 6.84% 一 般 財 源 75,322,657 円 
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参考 介護（予防）サービス種類別納付状況 

サ ー ビ ス の 種 類 
件  数 （件） 金    額 （円） 

年 間 1カ月平均 年 間 1カ月平均 

訪 問 通 所 サ ー ビ ス 85,475 件 7,122 件 3,246,405,638 円 270,533,803 円 

 訪 問 介 護 13,038 1,086 639,182,386 53,265,199 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 入 浴 介 護 827 69 48,283,611 4,023,634 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 看 護 12,202 1,017 455,529,747 37,960,812 

 （ 介 護 予 防 ） 訪 問 リ ハ ビ リ 1,669 139 65,870,502 5,489,208 

 通 所 介 護 15,640 1,303 1,166,951,037 97,245,920 

 （ 介 護 予 防 ） 通 所 リ ハ ビ リ 8,333 694 465,189,551 38,765,796 

 （ 介 護 予 防 ） 福 祉 用 具 貸 与 33,766 2,814 405,398,804 33,783,234 

短 期 入 所 サ ー ビ ス 5,058 422 454,448,611 37,870,718 

そ の 他 単 品 サ ー ビ ス 88,086 7,341 2,213,025,279 184,418,773 

 （介護予防）居宅療養管理指導 32,524 2,711 241,699,723 20,141,644 

 （介護予防）特定施設入居者生活介護 7,097 591 1,308,280,432 109,023,369 

 居 宅 介 護 支 援 ・ 介 護 予 防 支 援 48,465 4,039 663,045,124 55,253,760 

特 定（ 介 護 予 防 ）福 祉 用 具 販 売 538 45 17,630,469 1,469,206 

住 宅 改 修 費 575 48 54,608,800 4,550,733 

地 域 密 着 型 （ 介 護 予 防 ） サ ー ビ ス 9,025 752 849,947,103 70,828,925 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看

護 
126 11 15,644,988 1,303,749 

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 0 0 0 0 

地 域 密 着 型 通 所 介 護 6,389 532 308,583,905 25,715,326 

（介護予防）認知症対応型通所介護 606 51 63,985,730 5,332,144 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 605 50 122,721,509 10,226,792 

（介護予防）認知症対応型共同生活介

護 
1,275 106 334,266,227 27,855,519 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 24 2 4,744,744 395,395 

介 護 老 人 福 祉 施 設 9,402 783 2,599,118,334 216,593,195 

介 護 老 人 保 健 施 設 3,841 320 1,161,525,182 96,793,765 

介 護 療 養 型 医 療 施 設 8 1 2,363,163 196,930 

介 護 医 療 院 359 30 131,757,874 10,979,823 

合      計 202,367 16,864 10,730,830,453 894,235,871 
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２款 ２項 １目 審査支払手数料 

介護サービス給付費審査事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 埼玉県国民健康保険団体連合会への委託により、保険給付費に関する審査・支払い業務を円滑に行いま
す。 
 
＜内容＞ 
 保険給付費に関する審査・支払い業務について、1件あたり 40円で埼玉県国民健康保険団体連合会に
委託して実施します。 
 
＜実績・成果等＞  

審査件数及び手数料金額 

審査月 審査件数 手数料 

4 月 16,348 件 653,920 円 

5 月 16,253 650,120 

6 月 16,549 661,960 

7 月 16,518 660,720 

8 月 16,668 666,720 

9 月 16,447 657,880 

10 月 16,680 667,200 

11 月 16,980 679,200 

12 月 17,301 692,040 

1 月 17,194 687,760 

2 月 16,873 674,920 

3 月 17,025 681,000 

合   計 200,836 8,033,440 

 

  

予 算 現 額 9,893,000 円 決 算 額 8,033,440 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,565,274 円 

不 用 額 1,859,560 円 県 支 出 金 1,045,594 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 7,564,640 円 地 方 債  

増 減 額 468,800 円 そ の 他 3,173,209 円 

増 減 率 6.20% 一 般 財 源 2,249,363 円 
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２款 ３項 １目 高額介護サービス等費 

高額介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護（予防）サービスを利用した際の補足的な給付により、サービス利用者の経済的な負担を軽減しま
す。 
 
＜内容＞ 
 介護（予防）サービス（福祉用具購入費、住宅改修費等を除く）を利用した際の 1割、2割又は 3割の
自己負担額が、上限額を超えた場合は、当該超えた金額を高額介護(予防)サービス費として支給します。 
 
＜実績・成果等＞  

件数及び給付金額   

利 用 者 負 担 区 分 件 数 給付金額 

生活保護受給者及び世帯全員が住民税非課税で老齢福
祉年金受給者 
利用者負担を 15,000 円にすることで生活保護受給者に
ならない者(上限額 15,000 円) 

 1,781 件 23,845,605 円 

世帯全員が住民税非課税で、かつ合計所得金額と課税年
金収入額の合計が 800,000 円以下の者(上限額 15,000
円) 

10,045 141,122,333 

世帯全員が住民税非課税で、かつ合計所得金額と課税年
金収入額の合計が 800,000 円超の者(上限額 24,600 円) 

5,127 38,714,824 

一般、現役並み所得者(上位所得者) 3,684 64,522,052 

合   計 20,637 268,204,814 

 

  

予 算 現 額 405,068,000 円 決 算 額 268,204,814 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 53,640,963 円 

不 用 額 136,863,186 円 県 支 出 金 33,525,602 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 253,623,912 円 地 方 債  

増 減 額 14,580,902 円 そ の 他 105,940,902 円 

増 減 率 5.75% 一 般 財 源 75,097,347 円 
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２款 ４項 １目 高額医療合算介護サービス等費 

高額医療合算介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 411 ページ 

 

＜目的＞ 
 医療と介護（予防）サービスを利用した際の補足的な給付により、サービス利用者の経済的な負担を軽
減します。 
 
＜内容＞ 
 要介護（要支援）認定者が利用する医療及び介護両制度における自己負担額の合計が、一定の基準額
を超えた場合は、当該超えた金額を医療と介護双方からの按分により、介護保険からは高額医療合算介
護（予防）サービス費として支給します。 
 
＜実績・成果等＞  

件数及び給付金額  

所得区分 件 数 給付金額 

現役並み所得者 
<上位所得者> 

58  件 3,829,365 円 

一般 292 13,419,121 

低所得者 
Ⅱ 391      10,838,331 

Ⅰ 681 18,052,763 

合  計 1,422 46,139,580 

 

  

予 算 現 額 55,966,000 円 決 算 額 46,139,580 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金   9,227,916 円 

不 用 額 9,826,420 円 県 支 出 金   5,767,448 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 36,669,238 円 地 方 債  

増 減 額 9,470,342 円 そ の 他   18,225,135 円 

増 減 率 25.83% 一 般 財 源 12,919,081 円 
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２款 ６項 １目 特定入所者介護サービス等費 

特定入所者介護サービス等給付事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 413 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護保険施設等への入所費用（食費・居住費）に対する補足的な給付により、サービス利用者の経済的
な負担を軽減します。 
 
＜内容＞ 
 低所得者が施設サービスや短期入所サービスを利用した場合に、通常全額自己負担の食費・居住費に
ついて負担限度額を設定し、基準額との差額を特定入所者介護サービス等費として支給します。対象者
へは申請に基づき「負担限度額認定証」を交付します。 
 
＜実績・成果等＞  

給付実績 
  食 費 7,122 件  100,223,199 円 
 
  居住費 6,990 件  107,228,828 円 

  

予 算 現 額 440,380,000 円 決 算 額 207,452,027 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 31,819,527 円 

不 用 額 232,927,973 円 県 支 出 金 35,602,382 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 216,909,606 円 地 方 債  

増 減 額 △9,457,579 円 そ の 他 81,943,551 円 

増 減 率 △4.36% 一 般 財 源 58,086,567 円 
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３款 １項 １目 介護予防・生活支援サービス事業費 

介護予防・生活支援サービス事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 413 ページ 

 

＜目的＞ 
 要支援者に対して、要介護状態となることの予防及び地域における自立した日常生活の支援を実施す
ることにより、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援し、活動的で生きがいのある生活や
人生を送ることができるよう支援します。 
 
＜内容＞ 
 居宅要支援被保険者に対して、介護予防ケアマネジメントに基づき、訪問型サービス又は通所型サー
ビスを提供します。 
 
＜実績・成果等＞  

サービスの利用状況 

サービスの種類 件 数 金 額 

訪問型サービス  1,993件 21,788,927円 

 国基準相当（市独自）  415 7,657,679 

A 型  1,578 14,131,248 

通所型サービス 5,997 114,268,677 

 
国基準相当（市独自）  3,058 68,065,571 

A 型  2,939 46,203,106 

合 計 7,990 136,057,604 

 

  

予 算 現 額 176,331,000 円 決 算 額 157,224,065 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金      34,715,073円 

不 用 額 19,106,935 円 県 支 出 金 19,653,008 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 131,494,309 円 地 方 債  

増 減 額 25,729,756 円 そ の 他 62,103,505 円 

増 減 率 19.57% 一 般 財 源 40,752,479 円 
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３款 ２項 １目 一般介護予防事業費 

一般介護予防事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 413 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するなどして、介護予防を推進します。 
 
＜内容＞ 
 地域包括支援センターが中心となり、介護予防の普及啓発に資する運動、栄養、口腔等に係る介護予
防教室等を実施します。 
 
＜実績・成果等＞  
 市が主催した介護予防に資する取組 

区  分 内容 回数 参加人数 

介護予防講演会 オーラルフレイル予防と介護予防体操 １回  53 人 

ファイブ・コグ検査 脳の健康度テスト １ 73 

 

  

予 算 現 額 24,464,000 円 決 算 額 23,469,296 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 5,182,020 円 

不 用 額 994,704 円 県 支 出 金 2,933,662 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 14,471,927 円 地 方 債  

増 減 額 8,997,369 円 そ の 他 9,270,371 円 

増 減 率 62.17% 一 般 財 源 6,083,243 円 
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３款 ３項 １目 任意事業費 

任意事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415 ページ 

 

＜目的＞ 
 地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにす
るため、介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、被保険者及び要介護被保険者を現に介護する者等
に対し、地域の実情に応じた必要な支援を行います。 
 
＜内容＞ 
 介護給付等費用適正化事業として、認定調査状況チェック、医療情報との突合・縦覧点検を行います。 
家族介護支援事業として、地域包括支援センターが介護教室や介護者交流会を開催します。 
その他の事業として、住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由がわかる書類を作成した場合の経費

を助成します。また、地域や職域において認知症の人と家族を支える認知症サポーターを養成する講座
を開催します。 
 
＜実績・成果等＞  

令和６年度認知症サポーター養成講座受講者 

開催日 対象者 受講者数 開催日 対象者 受講者数 

5 月 29 日 施設・包括職員   11 人 12 月 4 日 入間野小学校   80 人 

7 月 10 日 大学生 108 12 月 4 日 南小学校 79 

9 月 9 日 柏原小学校 80 1 月 22 日 高校生 5 

9 月 24 日 市民 20 1 月 23 日 富士見小学校 81 

11 月 6 日 市民 17  1 月 24 日 高校生 23 

合計  504 

 

 

  

予 算 現 額 18,094,000 円 決 算 額 14,801,547 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 5,698,595 円 

不 用 額 3,292,453 円 県 支 出 金 2,849,297 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 12,705,868 円 地 方 債  

増 減 額 2,095,679 円 そ の 他 2,849,297 円 

増 減 率 16.49% 一 般 財 源 3,404,358 円 
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３款 ３項 ２目 在宅医療・介護連携推進事業費 

在宅医療・介護連携推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 415 ページ 

 

＜目的＞ 
 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けることができるよう、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を構築するため、市民や地域の医
療・介護関係者と地域のめざすべき姿を共有しつつ、医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進しま
す。 
 
＜内容＞ 
 受託先の狭山市医師会立在宅医療支援センターが中心となり、地域の医療・介護関係者、地域包括支
援センター等からの在宅医療・介護連携に関する事項の相談を受け付けるとともに、講演会を開催する
などして市民への普及啓発を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

実施状況 

在宅医療・介護連携推進会議 6 回 

相談受付 35 人 

在宅医療支援ベッド利用実績 381 

人生会議（ACP）講演会受講者数 154 

訪問診療医の登録数 31 件 

往診医登録患者情報共有シート

の提出件数 
300 

※人数は年間延べ数 

 

  

予 算 現 額 14,777,000 円 決 算 額 14,199,700 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 5,466,884 円 

不 用 額 577,300 円 県 支 出 金 2,733,442 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 13,200,000 円 地 方 債  

増 減 額 999,700 円 そ の 他 2,733,442 円 

増 減 率 7.57% 一 般 財 源 3,265,932 円 
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３款 ３項 ３目 認知症施策推進事業費 

認知症施策推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417 ページ 

 

＜目的＞ 
 認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられる
ために、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築します。また、医療・介護等の連携強化等による、
地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図るとともに、認知症の人やその家族の支援ニーズ
と認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ仕組みを整備し、認知症施策推進基本計画に掲げた「共生」
の地域づくりを推進します。 
 
＜内容＞ 
 認知症の人やその家族に早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置し、認知症に係る専門的な知
識・技能を有する医師の指導の下、複数の専門職が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の
人及びその家族を訪問、観察・評価、家族支援等の初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサ
ポートを行います。 
認知症地域支援推進員を中心に、認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制を構築するととも

に、地域の実情に応じて、認知症ケアの向上を図るための取組を推進します。さらに、認知症サポータ
ーの活動促進とチームオレンジさやまの支援をはじめとする地域づくりを推進します。 
 
＜実績・成果等＞  

オレンジカフェ（認知症カフェ）を中央公民館で開催し、認知症の人とその家族に対する相談支援を
行いました。 

 ※8月は台風のため中止 
 

 

  

予 算 現 額 15,687,000 円 決 算 額 12,883,202 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 4,960,032 円 

不 用 額 2,803,798 円 県 支 出 金 2,480,016 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 11,082,215 円 地 方 債  

増 減 額 1,800,987 円 そ の 他 2,480,016 円 

増 減 率 16.25% 一 般 財 源 2,963,138 円 

オレンジ 

カフェ 

参加人数 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

4 人 9 4 2 0 3 5 3 4 6 6 1 47 
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３款 ３項 ４目 地域ケア会議推進事業費 

地域ケア会議推進事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417 ページ 

 

＜目的＞ 
 地域の多様な関係者が協働し、介護支援専門員のケアマネジメント支援を通じて、介護等が必要な高齢
者の住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援します。 
 
＜内容＞ 
 市が主体となり、個人で解決できない課題等の解決を図るために、多職種（理学療法士・作業療法士・
管理栄養士・歯科衛生士・薬剤師）協働による自立支援型地域ケア会議及び評価会議を開催します。 
地域包括支援センターが主体となり、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業を効果的に実施する

ために、市職員、介護支援専門員、介護サービス事業者、保健医療関係者、民生委員、自治会長等で構
成する地域ケア個別会議を開催します。 
 
＜実績・成果等＞  

 自立支援型地域ケア会議を 10 回開催し、10件の個別事例を検討しました。併せて、評価会議を 11 回

開催し、11 件の個別事例について評価するとともに、地域課題の抽出を行いました。 

  

予 算 現 額 6,402,000 円 決 算 額 4,974,438 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 1,915,158 円 

不 用 額 1,427,562 円 県 支 出 金 957,579 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 4,859,660 円 地 方 債  

増 減 額 114,778 円 そ の 他 957,579 円 

増 減 率 2.36% 一 般 財 源 1,144,122 円 
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４款 １項 １目 基金積立金 

給付費等準備基金積立事業 

  （介護保険課） 決算事項別明細書 417 ページ 

 

＜目的＞ 
 介護給付費等準備基金への積み立てにより、後年度の介護保険料の軽減に活用します。 
 
＜内容＞ 
 後年度の介護保険料の軽減に活用するため、介護保険給付費等準備基金の運用益金（利子）及び前年
度の介護保険料の剰余金を同基金に積み立てます。 
 
＜実績・成果等＞  

基金運用益金 365,656 円及び介護保険料の剰余金 381,474,433 円を基金に積み立てました。 

 

予 算 現 額 381,876,000 円 決 算 額 381,840,089 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 35,911 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 406,504,687 円 地 方 債  

増 減 額 △24,664,598 円 そ の 他  

増 減 率 △6.07% 一 般 財 源 381,840,089 円 


